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本書は，著者がかつて PoliticalQuarterly, Parliament 

Affairs, Modern Revietりなどの雑誌に掲載した現行憲

法の諸問題に関する論文に新たに加縮して 1冊の本にま

とめたものである。 その取り扱っている問題は，行政，

立法，司法の各分野において論議を生じた，また生じて

いるそれであり， 1960年に出された著者の OurFunda-

mental Rights : their Nature and Extent as Judicially 

Determinedの姉妹篇とも云え， 相互に補完して憲法の

重要な問題点を論じている。本書はその問題点を指摘す

るとともに， その解決はいかにあるべきかについて1つ

の指標を与えることを目的としたものと思われる。

著者はインドの高名な憲法学者であり，この分野に関

して数多くの力作がある。カルカッタ大学政治学部長，

ユネス コ理事等の要職に就くなど斯界の長老的存在と し

て活躍されている。

本書の構成は，第1章イン ドにおける談会政府の成

長： 1919;.__,50年， 第2章 われわれは議会政体を採用す

べきか大統領政体を採用すべきか，第3章イン ドの大統

領の地位，第4章 インド連邦の性質，中央政府と構成邦

との関係，第 5章インド司法の若干の特徴：一般的論

識第6章 インド司法の若干の特徴：構成と管轄権一一

インド最高裁判所，第7章インド司法の若干の特徴ー一

高等裁判所，第8章インドにおける諦会特権の以...1:8章

と11の付録から成っている。

n
 第 1章は， 1909年の Morley-MintoReformから始ま

って， 1919年の Montagu-ChelmsfordReform, 1935年

のインド統治法をへて1947年のインド独立法によって完

全な責任政府が うちたてられてゆく 議会政府の成長過程

が，簡潔に述べられる。全体としてこのインドの議会民主

主義は1947年8月15日以来きわめて着実に運営されてい

るが， 2つの要素がこの成功に実質的に役立っているこ

とが指摘される。その1つは多く のインドの知識階級が
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イギリスの憲法史および政治制度に詳しい知識をもって

いたことであり，他の 1つは Montagu-ChelmsforclRe-

form以来の議会政治の運用に関する親近惑と経験であ

る。

インドにおける議会政治は第1章に述べられる よう

な歴史的変遷を経て現在に至りインドの現境に順応して

いるように思われるが，最近問題になっているのは，大

統領制との比較において議会政体を継続するこ とが望ま

しいかど うかということである。 第2章ではこの問題が

取り扱われるが，著者は，議会政体を大統領制と比較し

て，前者の方が後者より本質的に民主主義に一致するも

のであり，かつ行政府と立法府との間の調和，協調の確

保が可能であ り，それによってより一層の行政の活動

カ，結合力，能率化を維持することができると主張す

る。かくして本章においては議会政体と大統領政体との

問の長所，短所についての論議が展開されるのである

が，この問題はイギリスの政体とアメリカのそれとの比

較論になり，イギリス，アメリカの著名な学者などの意

見を典拠にその主張の支持さるべきことが述べられる。

すなわち談会制と大統領制との間に見られる相違は，第

1は緊急時において，前者がこれに対処すべく 国民は随

時それにもっ とも適した為政者を選択することができる

のに対し，後者はこの種の措個がとれず， Congressに

しても大統領にしても，定められた一定期間動か され

ず，そこにはなんらの融通性の要素が見られず，すべて

が硬繭的，明記的，期限付であり緊急時に対処するに不

適切である。第2に後者の政体においては統一に欠くる

ものがある。大統領， Congressなどの機関は相互に連

結がなく，それらの努力は 1つの目的に指向されないた

め調和的結果をもたらすことができず，その努力が浪費

される ことがはなはだしい。閣僚は，Congressに議席

をもたず，たんに大統領に責任を有し，立法府に対する

直接責任はない。逆のことは立法府についてもいえ， こ

のようにアメリカ政体においては，責任の分留がなさ

れ，その所在の明確を欠く。これに対しイギリス政体に

おいては，閣僚は議会の議席をもち， 内閣は議会の多数

党から選ばれることから， その性格は厳会の執行委員会

的性格を有し， 内閣と議会との協慟は必然的なものとな

り，前者にみられるような統一を欠くこ とがない。また

責任についても内閣がこれを負いその所在が明確である

などの請点が指摘される。 そして現在インドに必要と さ

れるこ とは，議会政体を大統領政体に変えるこ とではな

く，議会における対立政党の育成による 2大政党をつく



ることであるというが，これは全くのイ．ギリス制度その

ものの採用にほかならぬように思える。

さて形式的にはアメリカの政体と同じ大統領，連邦制

を採るインドのそれは，アメリカの政体とは異質のもの

であることが指摘されるのであるが，それではインド憲

法制度における大統領の地位・権限はいかなるものであ

るかについても間閻が生じてくるのはけだし当然で，こ

れについて意見のかなりの相違が見られるのである。た

とえば法律上の観点から，あるものはその憲法の文言通

りの解釈からして大統領は一定事態には独裁者たりうる

と論ずる。そして著者はこのような意見に対して，憲法

の適切な内容の理解は，法津のみから得られるものでは

なく，いわゆる憲法道徳原則，憲法札灼料および行政上の

現実にまで追求してはじめて可能であるという立場にた

って第3章においては大統領に関する憲法上の規定の叙

述とそれに加えて，行政上の請市実は一休どうなってい

るか，大統領の地位は実際上いかなるものかを検討す

る。しかもインドの憲法歴の浅いことからイギリスにお

いて利用できるような憲法1買苦などに訴えることがでぎ

ぬことから，インド憲法会議の議事録およびそれら関係

者の諌述によってこれを検討する。そこで指摘されるこ

とは，インドの政休は必要な修正を加えて（連邦制など）．

今日のイギリスにみられる政休に完全にならったもので

あり，インドの大統領の地位は憲法起草者の意図I！こみら

れるように，イギリス憲法における国王のそれに類似す

るものであり，アメリカにおける大統領の地位とは異な

って，実際上は「便宜的仮説」 (aconvenient working 

hypothesis) なのであるということである。 インドの大

統領は名目上インド政体の憲法上の首長であって，総理

大臣を長とする大臣会議が真の行政府であり，法の文言

がどうあれ，これが現在の中央政府の本質であり，大統

領は独裁者になり得ない。もっとも大統領は真の権限が

ないといっても，たんなる名目上の首長でなく行政に対

して相当影響力をもち得るのであろが，それ1まあくまで

も影響力であって権限ではないといわれる。

大統領の地位に次いで間題1こなるのは，現行憲法にお

けるインド連邦の性質，とくに中央政府と州政府との関

係はいかなるものかということである。｀そこで第4章に

おいてはまずこの点に関する憲法規定が述べられ，つぎ

にその意味が論じられる。すなわち迎邦政府と州政府と

の立法権の配分に関する規定， とくに特定事態において

中央政府に与えられる特別立法権に閃ずる規定，迎邦と

州，州問の行政関係に関する規定，とくに緊急事態に関
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する規定の設定由来およびその解説がなされるのであ

る。しかしてこれらの規定の検討から明らかにされるこ

とは， とくに非常事態において，立法，行政，財政の諸

権限が極度に中央に集中されることである。こうしてこ

れはインド憲法をしていかなる範Ill翡に属せしめるであろ

うか。インドは箪ー制国家に属するのか連邦国家に属す

るかの問題を生じくるのであり，この問題の検討が第4

窪の主目的となっている。著者はインド憲法のこの点に

ついての根本原則は地域主義，地方的愛郷心の要請と単

ー制主義の必要との愛協であり，その結果インド憲法は

その中に連邦主義の性格と単一制のそれとを併わせも

ち， したがってそれは真の怠味においては連邦でもなけ

れば箪ー制でもない。それは，準連邦的quasi-federalの

性格のものである。すなわち形式的には述邦であるが，

特定事態においては，明らかに箪ー制への偏向を有する・

連邦なのであると云う。したがってこのような憲法を有

ずる結果として，特定事煎において州自治が担当に侵害

されることが間図とされるが，インドの過去や地域主義，

言語主義，カースト主義およびその他の反国家的分裂傾

向，時にはそれが外国の扇動のもとにすら動かされてい

ることを考應するとき， このような性格をもつ憲法を採

用せざるを得ないだろう。事実インド憲法における単一

制国家的要素はインドの非統一的力の作用を阻む大きな

慟ぎをなしており，ケララ事件，アッサム事件がこれを

如実に証明している。もしもかかる要素が欠如する場合

コンゴの轍を踏まぬともかぎらないという著者の言は大

げさには思われない。ィンドの諸事態を考慮に入れると

き準連邦的憲法こそがもっとも規定に適しているように

思える。

第5章では，インド司法制度の若干の面について取り

扱われる。一般に司法制度の完備は善良な統治のバロメ

ーターとなるといわれているが有名なイギリス，アメリ

カの公法学者の意見を参照して司法制度の重要性につい

て論じられる。そしてここではとくに「司法の独立」に

役立つ要素は何かについて論及される。著者は，司法の

権威と独立を維持する要素の第 1は，裁判官の任命の問

題である，とする。一般に裁判官の任命には 3つの方

法，すなわち（1）行政府首長による任命，（2）立法府による

選択，（3）国民による選択があるが，（1）の方法が最善であ

るという。なぜならそこには助け合い戦術，陰謀の入り

込む余地がほとんどなく，裁判官選択の責任は単一人に

帰するから，任命者に重い責任惑を負わせ，任命につい

でl賃重ならしめるという理由からである。そしてその場
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合生ずる情実による任命という危惧は適格者の名瘤から

選択を行なうという法規定により除去されるという。第

2の要素は裁判官職を不謹椙な行為のないかぎり停年制

を条件とする終身のものとすることであり， これは誠実

かつ恐れることなくその司法義務を履行することを可能

にする。短期問のそれはつねに任命者の思惑を気にする

ことになり正しい処置をとりにくくする。 第3は俸給の

問題であり，裁判官の社会的地位，戦務の威厳と一致す

る適切な定給が必要である。こうして裁判官は金銭的誘

惑に陥ることなくその職務の履行ができるという。

この司法の独立に関連する問題と して最上級裁判所は

一切の事項について勧告的意見を与える権利を行使すべ

きかどうかが問題になるが， 1793年のアメリカ， 1928年

のイギリスにおける同問題に関する先例が示すように，

このような行為は行政，立法の部門にまきこまれるもの

であり，否定的態度こそが司法独立のために望ましいと

論じている。

し つぎに第6章ではインドの司法制度の若干の特徴につ

いて述べられる。その 1つの特徴として，インド憲法は

形式的には連邦制を採っているが，それにも拘わらず，

連邦に個有な二璽政体の論理的帰結としての二重司法と

いう合衆国に見られるような司法制度を採らず，それしま

最高裁判所を頂点とする単一の統合された裁判所の階層

を作っており，国家の統一を維持するに本質的なすべて

の基本的事項に統一を維持し，そこにおける相違の生ず

るのを除去していることが述べられる。そしてつぎにそ

の司法制度における頂点を占める最高裁判所の椛成，管

轄権について述べられるのであるが，その構成について

以下のことが問題にされる。すなわちそれは1958年のイ

ンド法律委員会の報告書に指摘された最高裁判所の裁判

官の任命問題である。その任命はしばしば実力に基づか

ずコミュナルおよび宗教的考慮に基づき行なわれている

こと。第2は最高裁判所の現役も しくは前裁判官の司法

職以外の公職への任命の問題であるが，司法に対する信

頼，司法の公平，独立の維持のためにも，かかる行為が

とらるべきでないという著者の意見は，当然のことと思

われる。また前章の最後の問題と関連する袢定事態にお

いて最高裁判所が大統領に対して勧告的意見を与える権

，利を定めた憲法第143条は最高裁判所の権威と地位に

一致せず，かえってこれを害うものであ りできるだけ速

やかに削除さるべきであるとの意見は行政上の便宜よ

りも司法の公平，独立の重要性を考窓するとき掬すべき

ものかと思われる。
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つぎに最高裁判所に次いで位する高等裁判所の構成と

管陪、権について第7章で述べる。しかしてここでも最高

裁判所についていわれたようなことが存在する。すなわ

ち忠法第217条は高等裁判所の裁判官の任命は，大統領

がインド最高裁判所長官，州知事との協議ののち，また

高等裁判所長以外の場合は，同裁判所長と協議ののちこ

れを行なうと定めている。だがその実際の行政手続を追

究すると，それは高等裁判所長が当該州の総理大臣に適

任候補者を推鷹し，総理大臣はつぎにこの推薦を州知事

と協議ののち中央政府の内務大臣に行なう。そして総理

大臣が同所長の推肱に同意しなかった場合，同大臣はみ

ずから推廊することができる。このような場合，同所長

はその推胞に対して批判する機会を与えられるのである

が，実際はこのような手続が守られず，時にはその推應

が同所長に知らされない。かくて競合する推應が内務大

臣に提出され，内務大臣は最高裁判所長官と協議ののち

その人選を大統領に勧告するのであるが，その場合しば

しば州総理大臣の推鷹が高等裁判所長のそれより優先し

．ている。このようなことが同所長の立場をいちじるしく

不利なものとし，結局かれはその推薦について消極的に

なり，行政府の滋見に追従するようになっていること。

またコミュナリズム，地域主義政治的考慮などがその

使命に作用し実力主義を排除する傾向にあることが指摘

されるのであるが，かかる行政府の容啄行為を除去する

ための措置がとらるべきであるとの意見は司法の独立の

観点からしても当然のものといえる。さらに高等裁判所

裁判官の質を低下せしめている原因として，従来俸給の

低廉なることがいわれているが， この点についての具体

的改善案は停年制延長の捉言とともに今後検討さるべき

問題に対する指標を与えるものである。また裁判官の態

度としていわゆる社会生活からの孤高を維持すべきだと

の意見は不必要I'こ厳しい要求であると批判されるかもし

れぬが，インドの雰囲気を考えるとき，それが行きすぎ

たものとしまうつらない。

最終章においてはインドの議会特権が取り扱われる

が， ここでもイギリス議会の特権の性質， 目的がそのア

プローチとして論じられる。とくに言論の自由の特権，

その特権から生ずる結果，逮捕からの自由の特権，議会

特権の違反および侮辱，議会の刑事管轄権，裁判所と議

会特権との関係がとりあげられ，これらの事柄について

のイギリスの著名な学者の意見を参照して，イギリスの

立場が述べられ， これがどの程度までイン ドに適用され

るかを述べようとする。ィンド憲法自体が議会特権に関
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して法律が規定されるまでイギリス該会について定めて

いるところに従う（第105条 3項，第194条3項）と定め

ている以上当然のアプローチといわねばなるまい。さて

最近インドにおいては， 1961年の Blitz事件（インドの

新聞 Blitz（ボンベイ）の絹集者 Karanjiaが議会侮）辱罪

に問われた事件）以来，議会特権の定義，法典化が叫ば

れている。著者は法典化は同特権の概念の一層の明確化

と確定性を与える点でよいが，憲法第3篇基本的人権，

とくに第13条，第19条，第21条との関迎においてむずか

しい問題を生じることを述べ， もっともよい解決方法

は，大統領の任命する著名な法学者と議員とにより構成

される議会特権に関する委員会を作り，イギリス醸会の

下院の特権をモデルにしてインド議会特権の椋準リスト

を作成することであるという。ィンドがイギリスの議会

制度を実質的にほとんどそのままとり入れていることか

らしても妥当な意見であるが， インド的事情の考慮も払

われるべぎことはいうまでもなか凡う。
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以上が本書の内容のあらましであるが，歴史的かつ序

文的な第 1章はさておき，本書ぱ間題の取り扱いについ

て分析的かつ比較的方法がとられ，かなり批判的態度で

論じられている。それゆえその理論の展開にあたって

は，機会あるごとにイギリス，アメリカその他時にスイ

ス，カナダの語憲法の類似的特徴などがひきぁいに出さ

れ，比校憲法的内容を多分に有しており， こうした研究

に典味を有する学徒にも一読を膨められるものである。

またたんに現行憲法の特徴を叙述ずることにとどまら

ず，その多くの箇所においてそこに見られる欠陥を指摘

するとともにその解決のための指標を与えており，憲法

改正の問題と関迎して有益である。ただ欲をいうなら

ば，その典拠の引用にあたって各種の議事録，報告書な

どを除いてその紐とんどすべてがイギリス，アメリカの

学者の学説の引用に終始しており，その引用も冗長に思

われぬでもない。少しは当該問題に関する国内の憲法学

者などの意見1'こち触れ， インドの学者のこれら問題に対

する態度を述べて欲しかった。しかしそれはさておき，

本因は，インド憲法の甚本的諸間題の狸解のため一•読す

る価値があると思う。

（アジア経済研究所海外派雌員

ー一在デリー―--

落合管隆）

インドの財閥 ヒ、）レラ財閥を巾心として一一

—―ーアジア経済研究シリーズ 36-

加 藤 長

報告書概要

第 1章 インド財閥の性格とその地位

第 1節 インド財閻の性格（外国の財閥との対比で）

—ーインドの財悩とは•財閻と経営代理会社との関係・外国の財閥との某本的相違点ー一~

第 2節 財閥の発展過程
ー一生産の集中と菩積 ・f!oJl/11への集中・金融への集中・財閥の企業支配方法＿

第 3節 主要財閥の企業支配と資産状況
一主要財散lの企業支配状況とその特徴・主要財閥の資産ー一

第4節 イギリス人経営代理会社と財I/kl
第 5節 財閻と政界•財界との関係
—財l／支］の財界における地位•財界と政界との結合ー一

第 6節 財閥と外資との結合

第2章 ビルラ財閥の発展の歴史とその特色

第 1節 発展の歴史
第 2節 ビルラ財閥の性格特色

第 3章 ビ）レラ財掴の傘下企業の実態

第4章 ビルラ財閥の人的構成と政•財界における地位
第 1節 ビ）レラ家をささえる人々
第2節 官界・政界との諸関係

〔付〕 主要財閥の傘下企業名

主要文献解題
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